自　治　労　道　本　部　か　ら　の　要　求　書　に　対　す　る　回　答

（２００９年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する重点要求書）
	要　　　求　　　項　　　目
	回　　　　　　　　　　　　　　　　答

	１．2009年度自治体労働者の賃金を、1.6％（平均6,500円）以上引き上げる要求について貴職として理解を示すとともに、政府および人事院に対し要請書を提出すること。

２．独自の基本賃金等の削減および一切の賃金合理化を行わないよう助言すること。

３．新たな人事評価制度は、国の状況を見極め、拙速に導入しないこととし、導入に当たっては労使協議と合意を前提とすること。また、賃金諸制度と直結しないこと。

４．自治体間・職種間（現業）賃金格差の解消、賃金決定基準の改善、中途採用者の賃金是正についてその必要性を認め、適切な助言等、貴職の立場で努力を行うこと。

５．時間外勤務手当については、①時間単価は労働基準法を最低限とするよう助言すること。②週60時間を超える場合の割増率の引き上げ（100分の150）を行うよう助言すること。また、不払い残業の撲滅をはかるよう同様に助言すること。


	１　給与勧告制度は、職員の労働基本権制約の代償措置であることや職員の給与について社会一般の情勢に適応した水準を確保する機能を有しているが、職員の給与の決定については、この給与勧告や地方公務員法に規定する給与決定の原則などを踏まえて、各自治体で判断すべきものと考えている。
２　各自治体における職員の給与抑制措置については、給与勧告や地方公務員法に規定する給与決定の原則などを踏まえて、各自治体で判断すべきものと考えている。
３　自治体における新たな人事評価制度の導入については、職員の効果的な人材育成を図るとの観点に立って検討すべきものであり、その評価結果の活用については、各自治体で判断すべきものと考えている。
４　各自治体における職員の給与については、地方公務員法の規定に沿って適正に運用されるよう、今後とも助言して参りたい。
５　時間外勤務手当の支給については、地方公務員法や労働基準法の趣旨に沿って適正に　運用されるべきものと考えている。



	要　　　求　　　項　　　目
	回　　　　　　　　　　　　　　　　答

	６．人事院が発出した「非常勤職員の給与についての指針」に準じて、臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件を改善するよう助言すること。
７．公共サービス民間労働者の労働条件改善を進めるよう助言すること。

８．所定勤務時間については、国家公務員が2009年4月から週38時間45分、1日7時間45分となることを踏まえ、同様に短縮するよう助言すること。
９．女性労働者が働き続けるための条件を確保するため、婚姻、妊娠、出産を理由とする退職をなくすことをはじめ、一切の男女差別取り扱いの廃止と、労働基準法、母子保健法の完全適用と積極的活用をはかるよう助言・指導すること。また、育児の短時間勤務制度について、早期に条例化がはかられるよう助言すること。

10．核家族化、高齢社会に対応するためにも、育児休業法を完全適用し介護休暇を有給で制度化するよう全自治体に助言・指導すること。また、子の看護休暇についても充実・制度化をはかるよう助言・指導すること。
11．職員が裁判員として出頭する場合「特別休暇」として措置すること。


	６　臨時・非常勤職員等の賃金や勤務条件については、地方公務員法や労働基準法等の法令並びに国の通知の趣旨を踏まえ、各自治体において適正に改善・運用されるべきものと考えている。
７　民間事業者と委託契約等の締結については、地方自治法や労働基準法の趣旨に沿って、適切に運用されるべきものと考えている。
８　勤務時間等の勤務条件については、法令に基づき適正に運用されるよう助言しており、これらを踏まえて各自治体においては、自主的に判断し定めるものと考えている。
９　働く女性の勤務条件等については、関係法令の趣旨に沿った適用がなされるよう助言　して参りたい。また、育児短時間勤務等についても、関係法令に基づいて必要な条例整　備等が速やかに講ぜられるよう助言して参りたい。

10　育児休業制度については、地方公務員の育児休業等に関する法律等の規定に基づき適　用がなされるよう助言して参りたい。また、介護休暇制度及び子の看護休暇制度につい　ては、地方公務員法の趣旨に沿って、いわゆる均衡の原則により、各自治体が自主的に　判断し定めるものと考えている。

11　職員が裁判員として出頭する場合の措置については、国の通知の趣旨を踏まえ、各自治体において、ご指摘のとおり、適正に運用されるべきものと考えている。


	要　　　求　　　項　　　目
	回　　　　　　　　　　　　　　　　答

	12．労働基本権について
 (1)  ＩＬＯ151号条約批准、消防職員の団結権確保について、政府・国会に対し、要請書、意見書を提出すること。
(2)  組合役員の人事異動については事前協議制の確立をするとともに、管理職範囲について、ＩＬＯ87号条約、自治省準則に基づき厳密な運用を行うよう助言すること。

13．定数確保について
 (1)  定数についての一切の抑制指導は行わないこと。また、定数確保については、自治体の条例に基づき、欠員、定年退職者の正規職員による完全補充を行うよう助言すること。
(2)  高齢社会を迎え、重要性がましているホームヘルパー等介護職員、看護師等、看護職員の確保と大幅増員について助言するとともに、貴職の立場でそれらの条件整備として人材の確保、養成等に努力すること。

	12
(1)　ＩＬＯ条約批准等への要請については、国及び他府県の動向を見守って参りたい。
　 　 消防職員の団結権については、総務省と自治労との間で種々検討が行われ、平成７　　年１０月には消防組織法の一部改正により、消防職員委員会の設置が定められ、平成　　８年１０月から、各消防本部に消防職員委員会が設置されたところ。
      今後も総務大臣と自治労委員長は、従来と同様に消防職員の勤務条件などについて　　定期的に話し合うこととなっており、道としては、この話し合いや消防職員委員会の状況を見守って参りたい。

(2)　管理職員等の範囲については、自治省準則に基づき適正に運用されるよう助言して参りたい。

13
(1)　職員定数については、行政組織の状況や業務の内容等を考慮しながら各自治体が適   切に判断すべきものと考えている。
(2) 　道としては、すべての地域において、できるだけ在宅介護サービスを受けながら生活できる体制整備を進める必要があると考えている。このため、ホームヘルパー等介護職員について、道が指定するホームヘルパー養成研修事業者への適切な指導や介護福祉士養成施設の学生に対する修学資金の貸付などを通じ、人材の養成に努めて参りたい。さらに、介護職員専門研修などにより、資質の向上にも努めて参りたい。
看護職員については、医療提供体制の整備、医療技術の進歩、介護保険制度の実施などに対応するため、「看護職員の需給見通し」(H18～H22)を平成18年２月に作成したところであり、平成21年度においても、①養成、②就業定着、③就業促進、④質の向上を柱に、看護職員の確保対策を推進して参りたい。


	要　　　求　　　項　　　目
	回　　　　　　　　　　　　　　　　答

	(3)　高齢者再任用制度は労使合意を原則として早期条例化し、臨時・非常勤等職員の雇用不安にならないように運用すること。また、2013年以降段階的に65歳まで年金支給開始年齢が繰り延べられる事態に対応し、雇用と年金を接続する新たな高齢雇用施策の検討を開始すること。その基本は「定年延長」として検討するよう助言・指導すること。
14．地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。
15．地方公務員が起訴され、刑が確定（禁固等、執行猶予含む）された場合の、自動失職の除外条例（失職事由の特例）を定めるよう全自治体に助言・指導すること。
16．公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに、本人の不利益とならない内容で条例化するよう助言すること。

17．労働安全衛生法を遵守し、全自治体に安全衛生委員会を設置・運営するとともに、自治体独自の上積み保障制度を確立するよう助言・指導すること。さらに、職員の健康管理体制を充実させ、受診率の向上と受診後の健康管理・教育等、改善を行うよう助言すること。

	 (3)  高齢者の再任用制度については、各自治体の実状に応じて各自治体において判断するものと考えており、今後とも制度の円滑的な実施に向け助言や情報提供を行うとともに、必要な条例整備等が速やかに講ぜられるよう助言して参りたい。
　　　また、今後の年金支給開始年齢の推移に応じた高齢雇用施策については、法令の動向を踏まえながら、各自治体において自主的に判断し定めるものと考えている。
14　地方独立行政法人制度の導入については、各自治体において、その必要性を検討の上  判断されるものと考えている。
15　自動失職の除外条例の制定については、法の趣旨を踏まえて各自治体が慎重に検討の　上、判断すべきものと考えている。
16　公益法人等への職員の派遣については、制度の円滑的な実施を進めるため、必要な条　例整備等が速やかに講ぜられるよう助言して参りたい。
17　職員の健康保持と職場の安全管理については、各自治体において十分な配慮がなされるべきものと考えており、最低基準である労働安全衛生法に基づく職場環境の整備促進については、従来から助言しているところであるが、今後とも労働安全衛生管理体制の早期確立のため、労働安全衛生法に基づく安全衛生委員会の設置及び職員の健康管理体制の充実について、引き続き助言して参りたい。
    なお、地方公務員の災害補償については、地方公務員法及び地方公務員災害補償法等　により統一的に行われており、道が上積み補償するよう助言することは難しいと考えて　いる。


	要　　　求　　　項　　　目
	回　　　　　　　　　　　　　　　　答

	18．セクシュアル・ハラスメントを根絶させるための具体的政策を講じるよう助言・指導すること。

	18　セクシュアル・ハラスメントの防止については、男女雇用機会均等法や同法に基づく　指針に十分に留意するとともに、人事院規則等も参考にしながら、個々の団体の実状に　応じた実効性のある対応策が講ぜられるよう助言して参りたい。
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